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最上川上流の減災に係る取組方針（H28～R2）実施状況

山形河川国道事務所
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具体的な取組の柱
事項

具体的取組
主な内容

１）ハード対策の主な取組
■洪水を河川内で安全に流す対策

＜最上川上流＞・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等
・堤防整備、河道掘削、河川改修等

■危機管理型ハード対策
＜最上川上流＞・天端の保護・裏法尻の補強

・天端の保護
・裏法尻の補強

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
・雨量・水位等の観測および伝達のための基盤整備

・雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・伝達するための基盤の整備
・山形県防災情報システムを活用した、避難状況、被害状況、水防活動状況等の伝達・共有基盤の整備

・防災関係機関における災害情報共有のためのシステム整備
・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布
・水防活動を支援するための水防資機材等の配備

・水防活動を支援するための水防資機材等の配備
・浸水時においても災害対応を継続するための施設の整備、代替施設の指定等

・浸水時においても災害対応を継続するための施設の整備、代替施設の指定等
・リスクが高い箇所及び河川水位等を監視するためのCCTVカメラ及び簡易水位計等の整備

・CCTVカメラの整備
・簡易水位計等の整備
・河川水位警告灯等

・CCTVカメラ画像の受信設備の設置
・CCTVカメラ画像の受信設備の設置

・円滑かつ迅速な避難に資する施設整備・住民の避難にも活用出来る河川堤防等の整備
・堤防の嵩上げ、拡幅
・防災拠点の基盤整備

（H28～R2）５ヶ年の取り組み実施状況（１／５）
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具体的な取組の柱
事項

具体的取組
主な内容

２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション（最上川）の公表
・最上川洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの策定・公表

・広域避難計画および広域避難を考慮したハザードマップの策定・周知
・広域避難計画（案）の策定（必要性の検討を含む）
・想定最大外力にもとづいた洪水を対象に、広域避難計画も反映した洪水ハザードマップを策定する
（想定最大外力の浸水想定区域図の発表後）

・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充およびまち歩き等による地域内の危険箇所等の把握
・公共施設や電柱を中心に、看板の設置を検討していく（実施中は一部地区での整備を示す）
・指定避難所までの避難ルートを示した避難マップ（自治会単位）等作成の支援

・より実践的な避難訓練の実施、および要配慮者利用施設の避難計画の作成
（危険水位等設定河川）
・要配慮者利用施設の避難計画に水害を位置づける
（危険水位等設定河川以外の河川）
・要配慮者利用施設の施設選定の統一基準設定および避難確保計画策定への支援検討

・大規模工場等の自衛水防に係る取組の促進
・地域防災計画への掲載判断基準および避難計画の内容について検討

■適切な避難勧告の発令に備えた整備
・避難勧告等の発令基準・区域の設定

・想定浸水深の深い地域や家屋倒壊危険区域などを考慮し、避難勧告等を発令すべき区域と基準を事前に設定する
・危険水位等設定河川以外の河川について、避難勧告の発令対象区域・発令判断基準の設定検討

（H28～R2）５ヶ年の取り組み実施状況（２／５）
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具体的な取組の柱
事項

具体的取組
主な内容

２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
■避難勧告の発令に着目したタイムライン

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの策定、及び実践に即した検証
・現在試行段階であるタイムラインを検証し見直しを図っていく
・チェックリストを活用したタイムラインを国と協同し策定する

・タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練
・ロールプレイング等の実践的な訓練を実施、もしくは検討を行う

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報入手のし易さをサポート）
・警報等における危険度の色分け表示
・「警報級の現象になる可能性」の情報提供
・メッシュ情報の充実化

・ホットラインによる確実な気象、水象情報の伝達と助言
・電話によるホットライン実施
・携帯メール版のホットライン実施

・ホットラインの活用
・ホットラインの活用

■防災教育や防災知識の普及
・水災害の防災知識の普及啓発および問い合わせ窓口の設置

・ハザードマップの見方、事前準備に関する問い合わせ窓口の設置
・水防災に関する説明会を開催する

・防災教育の推進
・授業を実施する前に担当教員にも水災害の知識を身につけていただくための講習会を実施する
・小学校の総合学習授業の中で、水災害教育に取り組んでいく
・防災講座、出前講座等で健全な水循環を構築することの大切さを啓発する

・羽越水害から50年を契機とした、洪水に対する防災意識、逃げる意識の向上
・事前行事、広報活動、50年シンポジウム（仮）等による啓発活動の実施

・プッシュ型の洪水予報等の情報発信
・プッシュ型による情報発信（洪水予報等）の実施

（H28～R2）５ヶ年の取り組み実施状況（３／５）

4



具体的な取組の柱
事項

具体的取組
主な内容

２）ソフト対策の主な取組 ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組
■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・水防団との連絡体制および近隣の水防団間の連絡体制の確保と伝達訓練の実施
・無線やメールなどを活用した情報伝達手段の確保
・情報伝達訓練等の実施
・近隣の水防団の連絡体制の確保

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
・毎年、国が実施している重要水防箇所等の共同点検に参加

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施（国、県、複数の市町が参加する訓練）
・水防管理団体が行う訓練への参加
・要配慮者利用施設も含めた避難訓練の実施
・要配慮者利用施設の避難訓練に対する関係機関の支援検討

・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定および水防支援体制の検討
・広報紙やホームページ等で広く募集していく
・事業所等の参画を求める
・地域の建設業者も組み込んだ水防支援体制の検討を実施し、構築する

・時代に即した水防工法の採用による水防活動の効率化の推進
・水防技術伝承のための講座の実施
・少人数でも可能な水防工法の検討
・現場に即した水防工法の検討
・最新の水防工法の動向調査

（H28～R2）５ヶ年の取り組み実施状況（４／５）
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具体的な取組の柱
事項

具体的取組
主な内容

２）ソフト対策の主な取組 ③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組
■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施

・排水機場・樋門・水門等の情報共有、排水手法等の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）を作成
・排水施設の情報共有、排水手法等の検討を行い、大規模水害を想定した排水計画（案）を作成

・排水計画に基づく排水訓練の実施
・排水計画に基づく排水訓練の検討および実施

２）ソフト対策の主な取組 ④その他
■災害復旧支援体制の強化および災害情報の共有

・災害時及び災害復旧に対する支援の強化
・山形県建設技術センターの災害復旧初期支援の活用
・人材不足を補うための育成・支援体制の強化、施策の検討

・災害情報の共有体制の強化
・毎年、県主催の災害復旧事業担当職員研修会を実施・水防演習、ロールプレイングを実施
・共有すべき情報の内容について検討

（H28～R2）５ヶ年の取り組み実施状況（５／５）
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これまでの取り組みに関する現状・課題、次期に向けた要点
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５ヶ年取組の現状と課題、次期取組に向けた要点（１／３）

（H28-R2）取組における現状と課題 （R3-R7）次期取組に向けた要点

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

＜最上川上流＞・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等 ・予算確保が課題 ・継続実施
・財源確保

■危機管理型ハード対策

＜最上川上流＞・天端の保護・裏法尻の補強 ・予算確保が課題 ・継続実施
・財源確保

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・雨量・水位等の観測および伝達のための基盤整備 ・継続実施
・山形県防災情報システムを活用した、避難状況、被害状況、水防活動状況等の
伝達・共有基盤の整備

・全自治体で共有基盤整備済
・入力事項が多いため他部署との連携が困難

・継続実施

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布 ・防災放送システム（有線）や登録制メールの整備が完了
・放送が聞こえにくい箇所への対応要

・継続実施
・防災行政無線・防災ラジオ、スマホメールなどを含めた災害情報
の伝達手段の多重化に向けた整備

・水防活動を支援するための水防資機材等の配備 ・県管理河川での排水作業計画策定が必要 ・継続実施
・浸水時においても災害対応を継続するための施設の整備、代替施設の指定等 ・代替施設、非常用電源設備等の整備要 ・継続実施
・リスクが高い箇所及び河川水位等を監視するためのCCTVカメラ及び簡易水位 ・近年の浸水被害を踏まえ情報が不足している地域への対応要 ・継続実施
・CCTVカメラ画像の受信設備の設置 ・受信状況が不安定になる地域への対応要

・情報の一元化
・継続実施

・円滑かつ迅速な避難に資する施設整備・住民の避難にも活用出来る河川堤防等 ・堤防の嵩上げ・拡幅・防災拠点の基盤整備を実施済。 ・継続実施
２）ソフト対策の主な取組

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション（最上
川）の公表

・洪水予報河川、水位周知河川、全て公表済。
・中小河川への対応要

・継続実施
・中小河川の氾濫に対応した浸水想定区域図の作成

・広域避難計画および広域避難を考慮したハザードマップの策定・周知 ・全対象自治体でハザードマップ配布済
・広域避難については未完

・継続実施
・公表後の市町方針、マイ・タイムライン作成活動の支援
・広域避難計画の策定

・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡充およびまち歩き等による地域内の
危険箇所等の把握

・概ね実施済
・実施済の地区でもまち歩きの企画を通じた確認要

・継続実施

・より実践的な避難訓練の実施、および要配慮者利用施設の避難計画の作成 ・概ね実施済
・対象施設と地域防災計画との整合性の確認要
・施設要件の定義（統一基準）

・継続実施
・令和3年度内に地域防災計画に位置付けられた全施設で策定

・大規模工場等の自衛水防に係る取組の促進 ・大規模工場の規模を算出する根拠が不明、条令制定が困難 ・継続実施
・大規模工場の規模の定義設定
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（H28-R2）取組における現状と課題 （R3-R7）次期取組に向けた要点

２）ソフト対策の主な取組

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■適切な避難勧告の発令に備えた整備

・避難勧告等の発令基準・区域の設定 ・避難勧告等を発令するべき区域の区分が困難
・浸水区域、基準水位が未設定の河川では避難情報の発令が困難

・継続実施
・中小河川リスクマップの作成

■避難勧告の発令に着目したタイムライン

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの策定、及び実践に即した検証 ・実施済 ・継続実施
・タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練 ・概ね実施済 ・永続実施

・自治体単独訓練が可能となる訓練シナリオの作成
・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の ・実施済、随時改善を実施 ・継続実施
・ホットラインによる確実な気象、水象情報の伝達と助言 ・実施済 ・継続実施

・WEBシステムを活用した情報伝達
・ホットラインの活用 ・実施済 ・継続実施

■防災教育や防災知識の普及

・水災害の防災知識の普及啓発および問い合わせ窓口の設置 ・概ね実施済 ・継続実施
・防災教育の推進 ・教育部局との連携が困難 ・継続実施

・出前講座での対応が多く単発的
・授業カリキュラムに取り込み、一律に定着させることが必要

・羽越水害から50年を契機とした、洪水に対する防災意識、逃げる意識の向上 ・実施済 ・急激な気候変動、令和元年東日本台風やR2年7月豪雨を踏まえ
た、さらなる水防災意識、逃げる意識の向上

・プッシュ型の洪水予報等の情報発信 ・実施済 ・継続実施
２）ソフト対策の主な取組

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・水防団との連絡体制および近隣の水防団間の連絡体制の確保と伝達訓練の実施 ・実施済
・大規模災害に対する受援体制の強化が必要

・継続実施
・広域的な受援体制の構築

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検 ・概ね実施済 ・継続実施
・関係機関が連携した実働水防訓練の実施（国、県、複数の市町が参加する訓
練）

・概ね実施済
・新型コロナ感染症に対する対策

・継続実施

・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定および水防支援体制の検討 ・概ね実施済 ・継続実施
・時代に即した水防工法の採用による水防活動の効率化の推進 ・実施済 ・継続実施

５ヶ年取組の現状と課題、次期取組に向けた要点（２／３）
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（H28-R2）取組における現状と課題 （R3-R7）次期取組に向けた要点

２）ソフト対策の主な取組
③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組
■排水計画（案）の作成及び排水訓練の実施
・排水機場・樋門・水門等の情報共有、排水手法等の検討を行い、大規模水
害を想定した排水計画（案）を作成

・一部実施済
・流域全体計画策定の必要性

・継続実施

・排水計画に基づく排水訓練の実施 ・一部実施済
・協議会としての排水訓練実施の必要性

２）ソフト対策の主な取組

④その他
■災害復旧支援体制の強化および災害情報の共有
・災害時及び災害復旧に対する支援の強化 ・災害の支援内容を事前に統一することが必要

・合同訓練を含めた研修等を定期的に行う必要
・継続実施

・災害情報の共有体制の強化 ・実施済 ・継続実施
・共有すべき情報内容の具体化、タイムラインでの一元化された
情報共有体制の構築

５ヶ年取組の現状と課題、次期取組に向けた要点（３／３）
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参考）５ヶ年の取り組み実施状況資料
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■洪水を河川内で安全に流す対策

・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等
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■洪水を河川内で安全に流す対策

・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等
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■洪水を河川内で安全に流す対策

・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等
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■洪水を河川内で安全に流す対策

・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等（山形県）
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■洪水を河川内で安全に流す対策

・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等
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■洪水を河川内で安全に流す対策

・河道掘削・河道内樹木伐採・堤防整備等
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■危機管理型ハード対策

・天端の保護・裏法尻の補強
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■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・水害リスクラインによる水位情報の提供
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■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・危機管理型水位計及び簡易型監視カメラの設置
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■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・危機管理型水位計及び簡易型監視カメラの設置（山形県）
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■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・円滑かつ迅速な避難に資する施設整備・住民の避難にも活用できる河川堤防等の整備
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■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・防災行政無線の改良、防災ラジオ等の普及
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■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表
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■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・広域避難計画および広域避難を考慮したハザードマップの策定・周知
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■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡大およびまち歩き等による地域内の危険箇所等の把握
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■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・より実践的な避難訓練の実施、および要配慮者利用施設の避難計画の作成
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■適切な避難勧告の発令に備えた整備

・避難勧告等の発令基準・区域の設定

28



■適切な避難勧告の発令に備えた整備

・避難勧告等の発令基準・区域の設定
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■避難勧告の発令に着目したタイムライン

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの策定、及び実践に即した検証

台風の接近・上陸及び前線等に伴う洪水を対象とした
東根市の避難勧告の発令等に着目したタイムライン（案） 【防災行動計画】＋行動チェックリスト（案）

東根市

○河川水位、雨量、降水短時間
予報を確認（１時間毎）

○河川水位、雨量、降水短時間
予報を確認（随時）

○避難所開設の準備

○必要に応じ、助言の要請

○連絡要員の配置

○巡視・水防活動状況報告

○災害対策機械の派遣要請

○水防団等への注意喚起

○自衛隊への派遣要請

○避難者への支援

○避難所の運営

○避難遅延者の対応準備

○災害警戒連絡会議の設置

○避難所の開設（状況によっては
避難勧告後）

○副市長及び関係部長による協議

○水防団現場待機指示

(大雨警報又は洪水警報発表時)

○要配慮者施設に洪水予報伝達

○大雨特別警報の住民への周知

山形河川国道事務所

水防警報（準備）

洪水予報(氾濫注意情報)

洪水予報（氾濫警戒情報）

洪水予報（氾濫危険情報）

水防警報（出動）

○ホットライン

○施設（水門・排水機場等）
の点検・操作確認

○リエゾンの派遣

緊急復旧、堤防調査委員会設置

○災害対策機械の派遣

○災害対策用資機材・復旧
資機材等の確保

○リエゾン体制の確認

○協力機関の体制確認

○出水時点検（巡視）

○CCTVによる監視強化

○連絡体制・通信システムの確認

【注意体制】

【警戒体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作
○応援体制の確認・要請
（防災エキスパート等）

○漏水・侵食情報提供

○被害状況の把握
（ヘリコプター等による
迅速な状況把握）

○TEC-FORCEの活動

○被害状況・調査結果等の公表

○河川工事の現場点検・確認

気象・水象情報

水防団待機水位到達
下野水位観測所
（水位13.3m）

氾濫注意水位到達
下野水位観測所
（水位14.0m）

避難判断水位到達
下野水位観測所
（水位16.2m）

氾濫危険水位到達
下野水位観測所
（水位16.7m）

堤防天端水位到達・越流

◇大雨注意報・洪水注意報発表

○台風に関する気象庁記者会見

氾濫発生

◇台風予報-72h
-48h
-36h

-26h

-8h

0h

◇大雨特別警報発表

-6h

※台風上陸

◇暴風警報発表

※気象・水象情報に関する発表
等のタイミングについては、地
域・事象によって、異なる

◇台風に関する山形県気象情報
（随時）

◇大雨に関する気象情報発表

○台風に関する気象庁記者会見

○ホットライン
(山形地方気象台)

◇大雨警報・洪水警報発表

-25h

◇大雨警報又は洪水警報発表

水
防
本
部
∧
山
形
県
∨

住民等

避難完了

要配慮者避難開始

避難開始

○テレビ、ラジオ、イ
ンターネット等による
気象警報等の確認

○広報車の巡回、携帯
メール等による避難準
備情報の受信

○避難の準備
(要配慮者以外)

○テレビ、インター
ネット、携帯メール等
による大雨や河川の状
況を確認

○広報車の巡回、携帯
メール等による避難指
示・避難勧告の受信

○ハザードマップ等に
よる避難所・避難ルー
トの確認

避難解除

○災害・避難カードの
確認

○防災グッズの準備

○自宅保全

○広報車の巡回、携帯
メール等による避難指示
の受信

注意配備

総合配備

警戒配備

避難勧告
(緊急性高い場合避難指示)

○首長若しくは代理者の登庁

○避難が必要な状況が夜間・
早朝の場合は、避難準備情報
の発令判断

○要配慮者施設に洪水予報伝達

洪水予報（氾濫発生情報）

避難指示(緊急)

避難準備・高齢者等避難開始

気象・水象 国交省河川事務所からの情報 市町村の対応 チェック欄

防災体制を構築する（第一次防災体制）※

　・上流域を含む防災気象情報等を監視し、水位を把握する連絡要員
を配置する
　・連絡要員は、1時間おきに河川水位、雨量、降水単時間予報を確認
する

　・避難所の開設を検討する

水防警報発表文に記載されている対象河川、区間を担当する水防団
に対し「待機、準備」を指示する
市町村管理又は操作を委託されている樋門・樋管等の操作担当者
に、操作に関する注意喚起を行う

防災体制を強化する（第二次防災体制）※

　・管理職等を配置し、避難準備・高齢者等避難開始の発令を判断で
きる体制をとる

　・職員の派遣等の避難所開設の準備を指示する

配慮者施設、地下街、大規模事業者に洪水予報（氾濫注意情報）を伝
達する
水防警報発表文に記載されている対象河川、区間を担当する水防団
に対し「出動」を指示する
水防団による巡視結果や水防活動の実施状況を把握し、水防上危険
であると認められる箇所があるときは河川事務所に連絡して必要な措
置を求める
重要水防箇所や危険箇所の位置、氾濫シミュレーション等を確認し、避
難準備・高齢者等避難開始の発表対象地域を検討する
避難が必要な状況が夜間・総長になることが想定される場合は、早め
に避難準備・高齢者等避難開始の発表の判断を行う

国交省に対するリエゾンの派遣要請について検討する

必要に応じ、河川事務所長へ助言を要請する

河川事務所長へリエゾンの派遣を要請する

防災体制を更に強化する（第三次防災体制）※

　・首長もしくは代理者が登庁し、避難勧告等を発令できる体制をとる

　・水位等の監視体制を強化し10分毎の河川水位、雨量、降水単時間
予報を確認する
要配慮者施設、地下街、大規模事業者に洪水予報（氾濫警戒情報）を
伝達する

避難準備・高齢者等避難開始を発令する

重要水防箇所や危険箇所の位置、氾濫シミュレーション等を確認し、避
難勧告等の発令対象地域を検討する
避難が必要な状況が夜間・総長になることが想定される場合は、早め
に避難勧告等の発令の判断を行う

水防警報(状況)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

水防団による巡視結果や水防活動の実施状況を把握し、水防上危険
であると認められる箇所があるときは河川事務所に連絡して必要な措
置を求める

過去の洪水との比較等、洪水の切迫性について確認する

必要に応じ、河川事務所長へ助言を要請する

河川事務所長へリエゾンの派遣を要請する

防災体制を更に強化する（第四次防災体制）※

　・予め定めた防災対応の全職員が体制に入る

要配慮者施設、地下街、大規模事業者に洪水予報（氾濫危険情報）を
伝達する
避難勧告又は避難指示（緊急）を発令する
（必要に応じ、ホットライン等により河川事務所へ対象地域を確認する）

必要に応じ、河川事務所長へ助言を要請する

リエゾンを通じ、河川事務所に災害対策機械の派遣などの支援を要請
する

水防警報(状況)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

水防団の活動状況を確認し、必要に応じ都道府県へ自衛隊の派遣を
要請する。また、水防団に対し必要に応じ安全な場所に退避を指示す
る

洪水予報(氾濫危険情報)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

要配慮者施設、地下街、大規模事業者に洪水予報（氾濫危険情報）を
伝達する

水防警報(状況)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

水防団の活動状況を確認し、必要に応じ都道府県へ自衛隊の派遣を
要請する。また、水防団に対し必要に応じ安全な場所に退避を指示す
る

ホットライン
(河川事務所長から首長へ直接電
話等で連絡）

氾濫シミュレーション結果等を確認し、避難指示（緊急）を発令する

洪水予報(氾濫発生情報)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

要配慮者施設、地下街、大規模事業者に洪水予報（氾濫発生情報）を
伝達する

住民に対し、堤防の決壊等の状況を周知する

水防団からの報告等により堤防の決壊をいち早く覚知した場合には、
河川事務所、都道府県、所轄警察署等の関係機関に通達する。また、
できる限り氾濫による被害が拡大しないように努める

ホットライン
(河川事務所長から首長へ直接電
話等で連絡）

氾濫シミュレーション結果等を確認し、必要に応じ都道府県へ自衛隊の
派遣を要請する

※「避難勧告等の判断伝達マニュアル作成ガイドライン（平成２９年１月内閣府（防災担当））」に基づき記載しています。各項目については、各市町村の地域防災計画等に基づき見直しをお願いします。

下野水位観測所の水位が
氾濫危険水位に到達した場
合や到達するおそれがある
場合
　　【下野水位観測所
　　　　　　　　　(水位16.7m)】

洪水予報(氾濫危険情報)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

ホットライン
(河川事務所長から首長へ直接電
話等で連絡）

堤防天端に水位が到達する
おそれがある場合
　　【下野水位観測所
　　　　　　　　　　(18.818m)】

堤防の決壊等による氾濫が
発生した場合

下野水位観測所の水位が
避難判断水位に到達した場
合
　　【下野水位観測所
　　　　　　　　　(水位16.2m)】

洪水予報(氾濫警戒情報)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

ホットライン
(河川事務所から予め定めた市町
村担当者へ直接電話等で連絡)

下野水位観測所の水位が
水防団待機水位に到達した
場合
　　【下野水位観測所
　　　　　　　　　(水位13.3m)】

気象庁から大雨注意報等
が発表された場合

水防警報(待機・準備)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

下野水位観測所の水位が
氾濫注意水位に到達した場
合
　　【下野水位観測所
　　　　　　　　　(水位14.0m)】

洪水予報(氾濫注意情報)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

水防警報(出動)
※○○部○○課にメール、ＦＡＸに
より送付

ホットライン
(河川事務所から予め定めた市町
村担当者へ直接電話等で連絡)※
氾濫危険水位に達する見込み等
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■避難勧告の発令に着目したタイムライン

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善
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■避難勧告の発令に着目したタイムライン

・ホットラインによる確実な気象、水象情報の伝達と助言
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■防災教育や防災知識の普及

・防災教育の推進
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■防災教育や防災知識の普及

・防災教育の推進
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■防災教育や防災知識の普及

・羽越水害から５０年を契機とした、洪水に対する防災意識、逃げる意識の向上
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■避難勧告の発令に着目したタイムライン

・プッシュ型による情報発信（洪水予報等）の実施
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■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
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■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施

38



■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
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■災害復旧支援体制の強化および災害情報の共有

・災害時及び災害復旧に対する支援の強化
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■災害復旧支援体制の強化および災害情報の共有

・災害時及び災害復旧に対する支援の強化
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■災害復旧支援体制の強化および災害情報の共有

・災害時及び災害復旧に対する支援の強化
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■災害復旧支援体制の強化および災害情報の共有

・災害情報の共有体制の強化
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